
資料１ 

 

「介護労働安定センターの組織及び運営に係る検討会」開催要綱 

 

 

１ 趣旨 

  「厚生労働省独立行政法人・公益法人整理合理化委員会」報告書において、 

指定法人については、「指定根拠法令の検討を通じて、その在り方を全面的 

に見直す。その検討は、関係する審議会等で行うこととする。」とされてい 

る。 

  このため、労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会において 

審議を行ったところ、同部会において、「財団法人介護労働安定センターに 

関する指定法人制度の在り方、指定基準の在り方、財団法人介護労働安定セ 

ンターを指定法人とする妥当性については、同センターが平成 25年度を目途 

に交付金依存体質を改めることに向け、財団法人介護労働安定センターの組 

織や運営の在り方について、別途設置する検討会の結論を踏まえた上で、改 

めて検討を行うべきである」と決定されたところである。 

  この決定に基づき、介護労働に関係する者の意見を幅広く反映するため、

介護労働に係る学識経験者、使用者代表、労働者代表、介護事業者から構成

する「介護労働安定センターの組織及び運営に係る検討会」（以下「検討会」

という。）を開催する。 

 

２ 検討事項 

（１）介護労働安定センターの組織や運営の在り方 

（２）平成 25年度以降交付金依存体質を改めるための、介護労働安定センター 

の事業運営  など 

 

３ 構成 

（１）検討会は厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局が学識経験者等の参 

集を求めて開催する。 

（２）検討会の委員は、学識経験者、使用者代表、労働者代表、介護事業者団 

体から参集を求めた６名とする。 

（３）検討会に座長を置き、座長は検討会の運営を掌握する。 

（４）検討会は必要に応じて、委員以外の者の意見を聞くことができる。 

 

４ 運営 

（１）検討会は必要に応じて、年数回程度開催する。 

（２）会議、議事要旨を公開とする。ただし、特段の事情がある場合には座長 

の判断により、会議、議事要旨を非公開とすることができる。 

 

５ その他 

○ 検討会の庶務は厚生労働省職業安定局雇用政策課介護労働対策室及び職 

業能力開発局能力開発課が行う。 

○ この要綱に定めるもののほか、検討会に関し必要な事項は職業安定局雇 

用政策課長及び職業能力開発局能力開発課長が定める。 


